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I. まえがき
近年の特徴的な現象に，組織離れといわれるものがある。政党離れ，労
組離れ，企業離れ等が喧伝されており，それが，他方では組織疲労，制度
疲労となって現れている。最近大きな問題になっている学級崩壊，教育崩
壊も，要するに現在のような形での組織的教育の崩壊であって，根は同じ
である。こうした組織崩壊が進む一方，阪神大震災で顕著にみられたよう
に人々のボランティア志向が高まっており，社会における組織・集団と個
人のあり方が新しい局面にはいりつつあるように思われる。
もともと20世紀は組織の時代といわれ，人々の組織的活動，集団的行動
が高揚してきたことが特徴である。たとえば，資本主義は19世紀の自由競
争段階から20世紀の独占段階に移行し，ヒルファディング (Hilferding,R.) 
によって「組織された資本主義」として特徴づけられる一方，コモンズ
(Commons, J.R.)などにより集団行動の経済学が提示されてきた。経営学
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の分野ではニックリッシュ (Nicklisch,H.)やバーナード (Barnard,C. I.) 
らによって組織論的経営学が展開され，現在も強い影響力をたもっている。
人々は，よかれあしかれ，組織・集団の中で動いてきた。これは，基本的
には，生産力の発展にともなう大規模生産の進展によって，企業・経営の
大規模化が進み，社会生活においても組織化・集団化が進んだからである
し，またそれが可能になったからである。それは，一言でいえば，近代化
の進展そのものであった。
しかし，そうした組織化・集団化を軸とする近代化がさらに進展すると，
生産力のさらなる発展による経済水準の向上， したがって生活水準の向上
により，人々の組織・集団への依存度は，実は，逆に低くなる。それは，
一つには，こうした経済水準• 生活水準の向上を基盤として，近代化の進
展により教育水準が高まり，人々の能カ・技能が向上して，組織に依存し
なくても生活し活動しうる程度が高まるからであるし，人々の意識が変化
して，個人の自立精神が強まり，いわば個人レベルにおける近代化が進む
からである。
こうした個人の自立化，組織離れは，いうまでもなく，組織的活動に依
存してきたこれまでの社会・経済・企業のシステムを立ち行かせないよう
にする傾向をはらんでいるが，これは，逆説的ではあるが，これまでの近
代化がもたらした必然的な結果であり，いわば近代化の成果といっていい
ものである。つまり，これまでの近代化により近代化がさらに進展するが，
この新しい近代化は，これまでの近代化（古い近代化）の成果を崩すものと
なるのである。これが，最近，ラッシュ (Lash,S.), ギデンス(Giddens,A.), 
ベック (Beck,U.)などにより惟界的規模で展開されている「近代化の近代
化」，「再帰的近代化」 (reflexivemodernization)の主張である 1)0
1)最近では次の文献がある。 Beck,U./Giddens, A./Lash, S., Reflexive Moderniza・
tion, Polity Press, Cambridge 1994. (松尾精文／小幡正敏／叶堂隆三訳『再帰的
近代化』而立書房， 1997年）なおその概要は大橋昭一編著『21世紀の大学・企業・
社会』（関西大学出版部， 1998年）第 1章「21世紀の大学・企業・社会を展望して」
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本稿は，このような再帰的近代論の形成過程を考察する一段階としてラ
ッシュ／ウリー (Lash,S./Urry, J.)の所論2)を拠り所に，主としてオルソ
ン (Olson,M.), オッフェ／ヴィーゼンタール (Offe,C./Wiesenthal, H.) 
の所説を跡付けて考察し，現代社会において組織・集団がもちうる力の特
性や限界を論究しようとするものである。
I. 大組織と小組織ー一組織におけるフリーライダーの生成
本項で考察対象とするものは，オルソンの『集合行為論』3)である。同書
においてオルソンは，端的にいえば，それぞれの組織の提供する便益（組織
目的）と組織規模との両者から，その組織の特性，したがって組織成員の行
動を分析し明らかにしようとする。結論を先にしていえば，組織・集団は
大規模になれば大規模になるほど，フリーライダーをうみ，組織・集団の
形骸化を進展させるのである。
フリーライダーの問題は，ゲームの理論や新制度学派等を中心に論じら
れてきた。アルシァン／デムゼッツ (Alchian,A. A./Demsetz, H.)は， 1972
年，チーム作業についてフリーライダー的行為 (shirking)が生じることを
指摘し，企業組織などについて対処方法を論究しているが化その後経営組
織論的にも，経営管理論等で取り上げられている。たとえば，バートール／
マーチン (Bartol,K. M./Martin, D. C.)は1994年の書『経営管理』におい
て， もともと人々のなかには，グループで仕事をする場合には，単独で仕
（大橋昭一執筆）の「5.再帰的近代化の進行ーまとめにかえて一」で論述してい
る。
2) Lash, S./Urry, J., The New Marxism of Collective Action: a Critical Analysis, 
in: Sociology, vol.18, no.l, February 1984. 
3) Olson, M., The Logic of Collective Action, Harvard University Press 1965. (依
田博／森脇俊雄訳『集合行為論』ミネルヴァ書房， 1983年）
4) Alchian, A. A./Demsetz, H., Production, Information Costs, and恥onomic
Organization, The American Economic Review, vol.62, 1972, pp.777-795. 
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事をする場合よりも努力を惜しむ傾向のあることを指摘し，それを「社会
的力惜しみ」 (socialloafing)と名づけ，そうした状況にある人はフリーラ
イダーとよばれると述べている。
もっとも，グループといってもそこでなされる仕事の態様は多様である。
たとえば，教室で一人で授業する教師の場合のように単独で仕事をできる
要索が強いものもあれば，救急チームのようにそうしたことが少ない場合
もある。それ故，グループ・パフォーマンスはやはりグループの業務と規
模とによりきまるが，規模との関係でみると，一般的には，グループ・パ
フォーマンスはグループ規模増大とともにやがて逓減する。（図参照）その
分水嶺は，きわめて一般的には5-12人，端的には7人あたりのところに
あるという 5)。
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Bartol, K. M. /Martin, D. C., M~nage叩叫 2.<.'Ii., 194,_p. 477. 
ドイツの経営学者ピコー／ディートル／フランク (Picot,A./Dietl, H./ 
Franck, E.) も最近の書『組織』においてフリーライダーの問題を取り上げ
ている。とくにチーム作業で個々のメンバーの貢献を推し量る確実な方法
5) Bartol, K. M./Martin, D. C., Management, 2.ed., McGraw Hill 1994, pp.476-
478. 
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がない場合，「手抜きするインセンチプ」が生まれるとし，たとえば，テイ
ラー (Taylor,F. W.)の提唱した職能別職長制のもとでは「プロパティー・
ライツ構造が分散化するため，管理職位と部下の双方が取引費用レベルに
おけるマイナスの所得上の結果を注目も処罰もされずにグループ全体に押
しつけられるので，かなりのフリーライディングの余地をもたらす」と分
析している6)。
ここでは，こうした最近の研究をふまえ，再帰的近代化の観点から，こ
の問題について改めてオルソンに遡って考察するものであるが，ォルソン
によると，まず，組織が提供する便益については，集合的便益 (collective
benefit, 集合財： collective goods) と非集合的便益（非集合財）とが区別さ
れる。集合的便益とは，当該集団においてある成員がそれを受け取り利用
しても，他の成員がそれを利用することができなくなることのないような
ものであり，成員であれば，その便益のために特別な費用負担をしなくて
も，その便益の享受にあずかることができるものである。非集合的便益は，
そのような全般性・包括性がなく，特定の成員にのみ選択的に提供される
ものである。
前者は，通常，公共財といわれるが，たとえば，国家・政府レベルでい
えば，国防や警察の保護といったものである。これらの便益（財もしくはサ
ービス）は，根本的には，国民のすべてに提供されるものであって，その費
用を分担しない者も享受できる。国家以外でも，かなり大きな組織や集団
では，組織が提供する便益は組織のために特別な貢献や費用負担した者以
外でも，それを享受することができる。
ただし，そうした集合的便益の費用負担については，利害の一致しない
ことがある。組織成員が合理的に行動するものとすれば，各成員は，自分
6) Picot, A/Dietl, H./Franck, E., Organisation-Eine iikonomische Perspektive-, 
ScMffer-Poeschel Verlag 1997. (丹沢安治／椴原研互／田川克生／小山明弘／渡
辺敏雄／宮城徹訳『新制度派経済学による組織入門ー市場・組織・組織間関係への
アプローチj白桃書房， 1999年， 51,153ペー ジ）
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以外の他の成員が全費用を負担し，自分は費用を負担せずに，便益のみを
享受しようとするであろう。このようなことがおこった場合，費用を多く
負担する成員は，負担した費用に見合う便益の一部しか入手できないから，
組織にとって最適量にたっする以前に，費用負担をやめ，便益入手をやめ
る。少なくともその誘因は小となる。組織の規模が大になれば大になるほ
ど，こうしたことが生じる。
そこで，組織の区別が問題になる。組織の力という観点からみると， 3 
つの組織形態が区別される。第 1は，ある成員が，組織の便益をなしです
ますよりも，全費用を自ら負担しても便益の大部分を得ようとするもので
ある。これは小さな組織や集団である場合が多い。第2は，ある成員が全
費用を一人で負担しても，それほど大きな便益を得られないものであるが，
しかしある成員の費用負担が他の成員の得る便益（ないし費用）に著しい影
響を与えるものである。第3は，ある成員がどのような費用負担をしよう
とも，それによって全体としての組織の便益や個々の成員の便益（もしくは
費用）にほとんど違いを生じないものである。
第1の組織の場合には，成員は便益供給に必要な全費用を負担しても，
それが供給される価値があるほど大きな割合の便益を得るために，集団的
合意や組織化が行われなくても，便益が生み出される。というのは，そう
した便益供給に誘因があるからであって，便益供給そのものについては集
団的合意を必要としないからである。集団的合意が必要であるのは，費用
負担の方法等についてか，便益の供給水準に関連してかである。
しかし，こうした組織より規模の大きな組織や集団では，なんらかの集
団的合意や組織化のなされることが必要であって，そうでないと集合的便
益は供給されない。少なくとも，暗黙の調整や組織化が必要である。組織
や集団が大になれば大になるほど，集団的合意の確立は困難になり，組織
化や維持の費用は大になる。したがって，こうした費用を成員全体におい
て負担するか，なんらかの方法で調達する必要がある。
このような観点から，組織は大組織と小組織とに区分されるが，大組織
現代社会における組織の力（大橋） (261) 7 
では集合的便益について，次のような特徴が生まれる。すなわち，組織が
大になれば大になるほど，成員は集合的便益の生産に貢献しても，全集合
的便益の中で受け取る部分が小となり，成員が受け取る集合的便益は，負
担費用にくらべて小となりやすい。それゆえ，とりわけ大きな集団では，
強制や別個の誘因がないと，最低量の集合的便益すら供給されないことに
なる。
このような大きな集団では，かくて，成員の力は発揮されず，潜在化し
たものとなる。そうした集団は潜在的集団とよばれる。そのような集団は
「ある成員が集合的便益の供給のために働いても働かなくても，他のどの
成員もそれによって影響されることがないし，だれもそれに反応する理由
をもたない」”という特徴をもつ。
したがって，潜在的集団においては成員は，集合的便益の生産や集団運
営のために格別な努力を行う誘因をもたない。組織のために特別な貢献を
しなくても，組織の提供する全般的包括的便益を享受できるからである。
このことは，こうした貢献なしに組織の全般的包括的便益を得る者は，そ
の努カ・負担を行う者のそれを収奪（搾取： exploitation)するという意味を
もっている8)。他面，それだけにますます「収奪される立場」に人はたたな
くなる。
それゆえ，こうした大規模組織＝潜在的集団においては，成員が自らの
合理的根拠にもとづいて組織のために働くようになるためには，その成員
個々にたいして個別的誘因が選択的に提供される必要がある。この選択的
誘因は消極的成員にたいする処罰などの形での強制（負の誘因）という場合
もあるし，集団への貢献にたいする積極的報酬の提供（正の誘因）という場
合もある。さらに，組織・集団そのものの設置や維持等の費用をその組織・
集団において調達する必要があり，それを，組織のために格別な貢献をし
ようとはしない成員にも全般的包括的に負担させる必要がある場合などに
7) Olson, op. cit., p.50. (前掲訳書， 43ページ）
8) ibid., pp.3, 35. (前掲訳書, 3, 30-31ページ）
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は，なんらかの強制（例えば租税）が必要になる。こうした強制や選択的誘
因によって，潜在的集団は維持され，さらに動員されたものとなって，組
織の力を発揮できるものとなる。
このように組織が大規模になると，特定の個人的選択的誘因がないか，
処罰などの強制がないと，成員のなかには潜在化しフリーライダーとなる
ものが多くなる。このことはいうまでもなく，組織の力が弱まり，それだ
け成員の個人の力，個人性，自立性が強まることを意味する。組織や集団
の拡大・強化が，あにはからんや組織・集団の力を弱め，人々の組織離れ
を強め，人々の自立化を促進するのである。組織の矛盾，弁証法的発展の
姿をここにみることができる。
もっとも，潜在的集団でも種々な社会的誘因により集団志向的行為の生
まれることがある。連合 (federation)を形成する場合である。これはオル
ソンによると，小組織が全体として大組織を形成する場合であるが，連合
全体としての大組織が連合内部の小組織にサービスを提供することによっ
て，小組織成員をして大組織のために貢献するよう動機づけるものである。
大組織の提供する集合的便益が選択的社会的誘因になって小組織成員が動
機づけられ動員されるのである丸
組織・集団において成員がフリーライダー化し，組織・集団の一般的目
的に努力を行わなくなる傾向の例として，オルソンは次のいくつかの場合
をあげている。
まず，会議などの場合があげられる。オルソンは要旨次のように述べて
いる 10)。会議において参加者の数が多いと，通常の参加者は，自分自身の努
力が会議の結果に大きな影響を及ぽすことがないことを思い知ることが多
い。つまり，その人が議題となっている問題にどれだけ多くの努力を行っ
ても行わなくても，その会議の結論は変わることが少なく，結局その人は
9) ibid., pp.62-63. (前掲訳書， 72ペー ジ）
10) ibid., p.53. (前掲訳書,63ペー ジ）
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会議に影響を与えうることが少なく，会議の決定からうける影響もほとん
ど変わらないことを知るのである。それゆえ，その人は，自分自身で決定
をする場合と同じような注意や努力をもって会議に参加することが少なく
なる。
会議参加にたいする積極性は，一般的には会議が大きくなるにつれて弱
くなる。大きな組織・集団において小集団方式が活用されるのは，このた
めである。委員会，小委員会，分科会，あるいは小規模な指導者集団が形
成され，それらのものが決定にさいし大きな役割を果たすことになる。こ
のことが，会議の一般参加者の無関心をさらに助長する。
オルソンが紹介している例によるとIll, 活動的な集団は非活動的な集団
よりはるかに小さくなる傾向があり，委員会などでも委員数が5~6人程
度までは活動的であるが，それ以上になると非活動的になる。ちなみに，
組織形成上の管理の幅は，一般に，部下も管理者である中級・上級の管理
者では6人程度，第一線管理者では20~30人程度とされており，オルソン
の例とだいたい符号する。
次に，企業における潜在的大規模集団の例としてオルソンは，株主の場
合をあげている 12)。一般的にみると，株主がきわめて多い企業では，経営者
に自律性が強く，反対に株主の少ない企業では，経営者の株主への従属性
が高い。企業運営などにおいて，経営者が株主の意に反したような場合，
株主は結束すれば，経営者を解任したりすることができるが，とくに株主
の多い大企業では多くの場合，株主はそうしたことをしない。というのは，
そうした企業では，普通の個々の株主が経営者を交替させようとしても，
多分成功しないし，たとえ成功しても，高い配当や株価の騰貴などの形で
生じる便益は，株主全体のものとなるから，少なくとも少数の株式しか有
しない者にとっては，そのようなことをする誘因がない。通常の株主は潜
11) ibid., pp.53-54. (前掲訳書,64ペー ジ）
12) ibid., pp.55-56. (前掲訳書,65-66ペー ジ）
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在的存在となり，集団全体のために働く誘因をもたない。
経済的市場などでみると，たとえば，ごく少数の企業しかない寡占的市
場では，集団の利害を犠牲にして自己の売り上げのみを増加させようとす
るものは，裏切者として強い怒りをかうが，完全競争的市場などでは，売
り上げや生産増加に成功したものは，その市場関係者からも称賛される。
これは，後者では各企業が大規模な潜在的集団となっているため，個々の
成員，つまり各企業の行為は全体のなかで比重がきわめて小さく，他の企
業がそれを咎めたりする必要も誘因も生じないからである。
現代社会における潜在的な大規模集団におけるフリーライダーの重要な
問題として，オルソンは労働組合の場合をあげている 13)。かれによると，ア
メリカの労働組合の場合，一般の労働組合員は，一方においてクローズド
ショップ制やオープンショップ制の形で組合員資格を強制することに賛成
しつつも，他方では労働組合の会合などには欠席するなど組合活動に消極
的という，矛盾した行動をとっている者が圧倒的に多い。この一見矛盾す
ると思われる行動について，オルソンは，組合員たちに一貫性がないので
はない。つまりかれらは，みんなが会合に出席するであろうから，自分は
出席する必要ながないと考えるのである。労働者たちは自分が会合に出席
しようが出席しないでいようが，それによって組合活動やその成果に大き
な違いはでないのであり， しかもそれによって組合活動からの成果を受け
取れないことにはならない， と考えるのであるとしている。
そもそも労働組合加入についてフリーライダー問題が生じる。オルソン
はこの点について，アメリカ南部で比較的盛んな「労働組合所属いかんを
問わず人はすべて雇用されて労働する権利がある」という労働権 (rightto 
work)に関連して論述を試みている。とにかく，こうした労働権を認める
ならば，労働組合の意義はいちじるしく低下する。オルソン理論からいっ
ても，労働者は労働組合による集合的便益を享受するために労働組合にか
13) ibid., p.66ff. (前掲訳書， 80ページ以下）
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ならずしも加入する必要がない。今日では，労働者はかれ一人が労働組合
に加入したからといってその組合がとくに強化されることもないし，組合
員であろうとなかろうと，労働組合が獲得した集合的便益の多くを享受す
ることができる。
しかし，労働組合の集合的便益は多くが労働組合の存続・ 活動を前提と
し，それがあってのみ可能なものである。労働組合の死滅は集合的便益の
死滅に繋がる。それゆえ労働者には労働組合の存続が必要である。多くの
労働者はそのため労働組合存続のための負担を可とし，組合員資格の強制
化を必要なものとしているのである。つまり，労働組合の存続にはなんら
かの強制が必要なのである。それは，たとえば国家が行う戦争について「闘
わない権利」を強制的に認めないことや，政府の全般的包括的サービスに
ついて「税金を収めない権利」を強制的に認めないのと同様であると，オ
ルソンは述べている 14)。
以上のオルソンの理論には， もとよりいくつかの批判がある。ラッシュ
によれば，例えば，バーリ／ハーディン(Barry,B./Hardin, R.)によって 15),
まず，選択的便益によっては現実におこっている集団的行為の巨大な多様
性と力を説明することができないという批判がなされている。これは，現
実には物質的個人的利益では説明できない多くの利他主義的な個人行動や
組織があるのであって，こうした道徳的精神的要因や政治的率先性などが，
フリーライダーの問題を緩和している。ただし，オルソン自体は，そうし
た人々や集団のあることを否定してはいない16¥
さらに，バーリ／ハーディンによって，オルソンが土台としているゲー
ムの理論によっても，二人のプレイヤーが合理的に非協力的に行動するこ
とを繰り返す場合，実際上協力の生じることのありうることが指摘され，
14) ibid., p.90. (前掲訳書， 104ページ）
15) quoted from: Lash/Urry, op. cit., pp.36-37. (Barry, B./Hardin, R., Rational 
Man and Irrational Society, Beverly Hills, Sage, 1982, p.28ff.) 
16) Olson, op. cit., p.161. (前掲訳書， 198ペー ジ）
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こうしたことが繰り返されると，協力的ゲームが制度化されることがある
という批判がこころみられている。ただし，バーリ／ハーディンもこうし
たダイナミックな状況においてすら，非常に大きな集団では，集団的行為
は協力的行為とはならないであろうことを認めている17)。
ともあれ，オルソンの主張にしたがえば，組織・集団が大規模化すると，
組織・集団の力が弱まり，個人の自立化が進む。しかもそれは，組織・集
団の提供する便益が全般的包括的なものとなり，集団内のある者がそれを
利用・消費しても，他の者が利用・消費することができなくなることがな
いことに基づくのである。
翻って，こうした便益•財の性質は情報に最もよくみられるものである。
情報はコピーが実に容易であり， しかも原則として，コピーにより元の情
報所持者の情報自体は変わらない。物財のように，他人に譲渡すれば，自
己の所有ではなくなり使用することができなくなるというものではない。
集合的便益は，なんらかの物財の場合が多いが，情報が物財を代表するか
ら，それば情報を介して伝達される。他方，組織の拡大・強化は情報を通
じて実効あるものとなることが多いが，情報化の進展が組織への参加意欲
を不要にしたり，弱めたりする面もある。
ともあれ，オルソンは直接的には組織・集団における集合的行為を現代
社会に特徴的な大規模組織に焦点をおいて分析している。確かに組織一般
の分析にとどまることなく，組織の規模の相違に注目し，この面から組織
行動の相違を明らかにしようとしているが， しかしその場合，組織の規模
は一般的に取り上げられ，大規模組織ないし小規模組織の，たとえば成員
の社会的階層や基盤の相違による組織の具体的内実による違いまでは問題
としていない。というよりは，オルソンはそのような相違を重要視し論じ
ることを無用ないし誤りとし，そうした相違を越えた共通性の究明こそを
課題としている。たとえば，労働組合の分析について，「労働組合と国家の
17) quoted from: Lash/Urry, op. cit., p.37. (Barry/Hardin, op. cit., p.34.) 
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間にアナロギーを持ち出すことは奇妙に思えるかもしれないが，……しか
し通例，労働組合も国家も大規模集団にほぼ共通の便益，あるいは集合的
な便益を供給するという点では同じである 18)」ことを強調している。
次に取り上げるオッフェ／ヴィーゼンタールはまさにこの点を批判し，
組織における集団的行為は何よりも組織の具体的内実によって決まること
を強調する。オッフェ／ヴィーゼンタールの場合，資本側の組織（経営者組
織，企業，企業者）と労働側の組織（労働組合，労働者）の相違が取り上げら
れる。かれらによれば，現代社会における集団的行為の論理は，オルソン
におけるように単数ではなくて，あくまでも複数（資本と労働に関していえ
ば2つ）たるものである。単数では現代社会の集団的行為は解明されること
ができいないというのが，まずその立場である。
II. 経営者組織と労働者組織（労働組合）
以下本項で対象とするものは，オッフェ／ヴィーゼンタール「集団的行
為の2つ論理：社会階級と組織形態に関するノート 19)」である。かれらの主
張せんとするところは，まず，資本側組織と労働側組織とは，通常，経済
や企業の利害関係者ないし利害関係集団として同一レベルで論じられるこ
とが多いが，両者は経済的実質的内実を異にするから区別して扱われるべ
きものである。労働側組織は資本側組織とくらべて， もともと実質的に不
18) Olson, op. cit., p.91. (前掲訳書， 105ページ）
19) Offe, C./Wiesenthal, H., Two Logics of Collective Action: Theoretical Notes 
on Social Class and Organizational Form, in: Zeitlin, M.(ed.), Political Power 
and Social Theory, vol.1., JAi Press, Greenwich 1980, pp.67-115. 本論文は次の書
に収録，再発表されている。 Offe,C., Disorganized Capitalism-Contemporary 
Transformations of Work and Politics, The MIT Press, Cambridge 1985, pp.170 
-220. ちなみに "disorganizedcapitalism" (組織揺らぎの資本主義）という言葉は
ラッシュ (cf.Lash, S./Urry, J., The End of Organized Capitalism, Polity Press 
1987.)の発案によるものである。 Offe,op. cit., p.316. 
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利な立場・地位にあるから，両者を形式的に同一のものとして同一の力が
あるものと前提することは誤りであり，労働者組織・労働組合では不利を
克服するために，それ相応の集団的行為が必要である，ということである。
かれらが労働側組織と資本側組織の相違として強調するのは，次の諸点
である。第 1に，発生的にみて，基本的には企業があって後，労働者が雇
い入れられ，労働側の組織も始まることである。クローズドショップ制の
ように，労働者がまず労働組合に加入する場合もあるが，基本的には労働
者は企業に雇われた後に労働組合の一員となる場合が多い。それゆえ，労
働側にとっても，「資本が根源的組織者として機能する 20)」。
第2に，企業に雇用されるといっても，正確にいえば，労働者が提供す
るものは労働力であって，その持主としての労働者そのものではないが，
しかし労働力と労働者とは全く不可分のものである。これは，労働力がい
わゆる生きた労働であるためであるが，このためたとえば，企業による調
達面でみると，物財は任意の量で調達可能であり， しかもそれが質的に一
体なものとなりうるが，労働力の場合には追加調達が別の労働者である場
合が多く，そうした場合，複数労働者の提供する労働力は，質的に一体化
したものとはなりにくい。労働力は確かに一人の労働者の労働力としては
不可分であるが，そのことが逆に他の労働力との質的な融合を困難にする。
そこで，オッフェ／ヴィーゼンタールは労働カ・労働者にはもともとこう
した越えられない個別性 (insuperableindividuality)があると主張する21)0
このことが，労働者・労働者組織における集団的行為の最も根本的な特
徴である。このため，労働者は個別化された (atomized)存在となり，労働
者同士で競争を生むことになり，合同する (merge)ことができず，せいぜ
い連合する (associate)することができるにすぎない。これにたいして，資
本・企業側は，合同が可能であって，労資関係にあっても優位の立場にた
20) Offe/Wiesenthal, op. cit., p.72. 
21) ibid., p.74. 
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つことができる。
第3に，労働側は，労働という客体と，その所有者・執行者としての労
働者との 2面的存在であるため，資本側にたいする利害の主張においても，
極めて複雑でしかも多様なものとならざるをえない。それは労働者の個別
性と表裏一体のものである。労働者の利害には，大別して，労働者の人間
としての側面に比較的重点のある賃金レベルや健康問題•福利厚生といっ
た問題と，労働力の行使の側面に比較的重点のある仕事の内容・作業条件・
昇進などの問題とがあるが，これらの諸側面は両立・調整の困難な場合が
ある。たとえば，賃金引き上げと雇用確保とが矛盾するような場合，労働
組合の一致した要望や要求として一体化するのが困難であることが生じ
る。
このため，労働側では，たとえば，労働者政党と労働組合とが任務分担
をしたり， ドイツの場合のように労働組合と経営協議会という 2種類の労
働者・従業員組織が形成されたりするが，こうしたことが，日本の場合で
いえば， QCサークルなどが盛んになったりする一要因である。アメリカ
の労働者組織のように，そうしたことがなされないところでは，労働組合
で労働者の要望・要求を一定のものに絞ったりすることが行われる。
資本側組織でも，構成員は一様ではないから，こうした問題がある。た
とえば，大企業と中小企業で相違する場合や，同種企業として競合する場
合も多い。その利害不一致は労働者側より大である場合が結構ある。しか
し オッフェ／ヴィーゼンタ ルによると，もともと企業は経済的活動に
しぽった組織であり，経営者組織など資本側組織が代表するのは，さらに
企業活動のいわばー側面のみであって，ここに労働組合との決定的な違い
がある。
オッフェ／ヴィーゼンタールはこの決定的相違の根源について，ここで
はこれ以上深く論じていないが，それは，私見によれば， もともと労働者
が全人的存在であって，その生活基盤である家庭（家計）が人間の本源的単
位（本源的経営）であるのにたいして，企業は生産・流通をになう単位とし
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て現れてきた派生的単位（派生的経営）であることに基づく 22)。つまり，人
間は経済的活動だけの存在ではなく，それ以外に文化的，行政的あるいは
宗教的活動など多面的な活動を行うものであり，労働組合の場合，労働力
の持主としての労働者の組織という形をとるから，これらの多面的要求を
反映したものとならざるをえない。これにたいして，資本側組織，端的に
は企業は，基本的には経済的活動の単位としてのみ機能しうるから，経済
的活動の単位として経済的基準だけで律することができ，それに特化する
ことができる。
要するに，資本側組織では，企業がそもそも人間生活・社会生活の一側
面のみを代表するものであり，経営者組織等もまたしかりであるから，そ
の組織では成員の要求にしても，組織の便益にしても，同質性があり，共
通の分母に還元されうる性質をもつ。端的には，それはコストと利潤であ
って，少なくとも量的に表現されうるものであって，質的妥当性を基本的
には問われないものである。成員がどのような質の欲求・要求をもつかを
確認することは，基本的には不要である。このためこの種の組織では，こ
の分野の専門的エキスパートで組織を運営することも可能になる。
これが第 4の相違点である。すなわち，資本側組織では，その活動が情
報や助言の提供や，政府機関等への働きかけなどが主たるものとなること
もあって，組織の力はかなりの程度組織の側におけるリーダーシップに依
存したものとなる。そういう意味では，ここでは，成員全体をまきこんだ
行動とはなならず，どちらかといえば，成員以外の指導者層 (constituent
members outside)に依存したものとなることが多い。つまり，企業からい
えばいわばエージェントに委託したものとすることができる。それにたい
して成員は必要なコストの支払いを行えばいいものである (willingnessto 
22)ニックリッシュの見解に基づく。 Nicklisch,H., Die Betriebswirtschaft, 7. Auf-
!age, Poeschel Verlag, Stuttgart 1929-32, S.173-175. 大橋昭ー『ドイツ経営共同体
論史』中央経済社， 1966年，第7章，同『経営学理論』中央経済社， 1992年，第 1
章等参照。
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pay)。
これにたいして，労働側組織では，ストライキなどに典型的にみられる
ように，成員個人個人の全人的行動がポイントとなる。ここでは，支払い
の自発性ではなくて，行動の自発l生(willingnessto act)が問題である23)0
第5に，労働側では，成員の欲求・要望が多様で異質的であるため，そ
の調整が重要な課題となることが多く，組織的統合の判断基準も，経営者
組織におけるような一義性がない。それゆえ，労働側組織では，本来的に
は対話的 (dialogical)なコミュニケーションが特徴的であり，不可欠であ
る。ただし，オッフェ／ヴィーゼンタールによると，一方向的(monological)
なコミュニケーションが必要な場合もあるので，全体的にみれば，労働側
組織は対話的と一方向的との混合型になるという。それは，基本的には労
働側組織には個人と組織との対抗など二律性があるからである。
これにたいして，資本側組織では，成員を組織へ統合し組織性を維持す
るためには，一次元的(one-dimensional),一方向的なコミュニケーション
で十分なものとなる 24)。
しかし，オッフェ／ヴィーゼンタールによると，最近の労働運動では，
組合員数や組合活動動員数の増加などに重点がおかれ，組合活動について
直接的短期的成果を重視する傾向が強くて，一方向性への志向が強まって
いる。これにより組織の質の低下が生じ，フリーライダーの生じる傾向が
強まる。
第6に，労働組合にとって，たとえば組合員数の最大化は，一見望まし
いようにみえるが，最大化よりも最適化を可とせざるをえなくなる場合が
多いというディレンマも生じる。なぜならば，第 1に，組合員の増加は組
織の官僚化・形式化を助長し，一定規模以上では組織の力を弱めることに
なるからである。第2に，組合員の要望・要求の多様性・多岐性が強くな
り，一致した行動の自発性が困難になるからである。
23) Offe/Wiesenthal, op. cit., pp.79-80. 
24) ibid., pp.85, 91, 97-98. 
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これは，組織の規模と集団的アイデンテイティとのバランスの問題であ
るが，オッフェ／ヴィーゼンタールによると，こうしたバランスをとるデ
ィレンマは，資本側組織にはない。資本側組織では，そのような行動の自
発性や集団的アイデンテイティ確保の必要性が小であるからである。
オッフェ／ヴィーゼンタールは，一方において，このような労資のもと
にある条件の相違は，両者の集団化・団結化により基本的には変わるとこ
ろがないとするとともに，他方において，こうした力関係の変化が可能で
あるとする。それは，労働側において集団的アイデンテイティを確立し強
化することによって労働者の個人性を克服し，組織統合の障害をなくすこ
とによってである。それは，その組織における集団的行為の高コスト化を
克服することによって可能になる。つまり，そのような組織は「組織のコ
ストを個人主体的レベルにおいて低下させ，集団的アイデンテイティを形
成する度合いにおいて，もともとの力関係を変化させることができる25)」。
以上のようなオッフェ／ヴィーゼンタールの主張は，ラッシュ／ウリー
によると 26), 現在の社会状況の分析や組織の解明にとって貢献するところ
が大であるが，たとえば，アメリカの労働組合の状況を十全な形では説明
しえない問題点がある。というのは，アメリカの労働組合では組合組織率
が低く，かつ一方向性の強いものが多いからである。それゆえ，要するに
組織や集団の相対的な現実的力を分析する必要があるし， とくにアメリカ
についていえば， 20世紀になって管理（とくにテイラーの科学的管理）の進展
や大学教育の普及などによってホワイトカラー層（ラッシュ／ウリーはser-
vice classとよんでいる）の著増したことが，社会関係や組織の変化にとって
重要な要因になっている。「こうしたことすべてがアメリカ労働者階級のカ
を弱め，組合員少数化というもとにありながら一方向性形態への志向性を
強くさせたm」とラッシュ／ウリーは述べている。
25) ibid., p.78. 
26) Lash/Urry, op. cit., p.41. 
27) ibid., p.41. 
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IV. 再帰的近代化論への論点
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本稿において課題としているのは，オルソンあるいはオッフェ／ヴィー
ゼンタールの所論そのものについて理論的な検討を行うことではない。こ
れらの所説を拠り所に現代社会における組織の力のありよう，とくに組織
の力の揺らぎの状況を浮かぴ上がらせることを意図したものである。本稿
における考察によれば，一つの組織は，要するに，成員の一人の人間とし
ての全側面・全分野を全体的にカバーしコントロールすることができない。
一つの組織についてみた場合，その組織でコントロールされている側面や
分野の以外のところでは，当然ながら，その組織の力は及ばない。また，
成員の生活や行動がその組織の一員たることに決定的に依存する場合は，
成員の当該組織への依存度は強いが，当該組織の以外のところにおける生
活や行動の比重が高まるにしたがい，その組織への依存度は低下する。
それゆえ，一般的にいうと，生産力の発展と経済水準の向上，それにと
もなう生活水準の向上により，人々のある組織以外の分野や領域における
生活や活動のレベルが向上すると，その組織への依存度は低下し，組織か
らの自立性が高まる。それが，たとえば組織におけるフリーライダーを生
むことになる。本稿で主張したい点はここにある。
これまでの考え方では，組織の分析，その合理的形成や運営をはかる必
要性が大であったこともあり，ややもすると組織が人間の活動や行動のす
べてをコントロールするものであり，組織の解明によって人間や社会の動
きは説明されうるという考え方が強かったが，それは，全面的には妥当し
なくなってきたと思われる。組織の力は限定的になってきたと考えるべき
である。これは，逆説的ではあるが，組織の発展，組織的力の進展により
生産力が向上し，それにより人々の生活レベルが向上した結果であり，成
果なのである。これが，再帰的近代化論の主張である。
ところで，本稿で取り上げた所論では，焦点が組織の側にあって，個人
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の側にあるのではない。個人の自立・個人化の問題が前面にでてくるのは，
この後の再帰的近代化論においてであるが，その萌芽的なものはすでに十
分感じることができる。本稿は，再帰的近代化論がどのような問題意識の
もとに形成されてきたかを明らかにしようとしたものであるが，最後にこ
うした観点から，ラッシュ／ウリーが以上の所説についてどのような論評
をしているかを紹介しておきたい28¥
まず第 1に，ラッシュ／ウリーによると，以上の所論では集団的行為の
限界についての分析が十分ではない。それは，一つの集団的行為には他の
社会的存在物 (socialentity)のあることからくる。そのため集団的行為者
たちの意図するものがどのようなものであれ，それらが必ず理解されると
はかぎらないこととなり，明確とされていた目標をなんらかの形で変化さ
せることをよぎなくさせられることがおきる。ここでは，組織・集団がと
にかく一つの限界につきあたっていることが明確に示されている。
第2にラッシュ／ウリーは，意図せざる因果的行為者によって引き起こ
される関連についての分析が十分でないことを指摘する。すなわち，ある
特定集団の集団的行為には，他の社会的存在物の力が作用するし，そうし
た力のあること自体から生じる意図せざる，あるいは認識されざる結果が
生まれたりする。これはいうまでなく，こうした社会的存在物の相互依存
性から生じるものであるが，ちなみに， 1960年代多くの西欧諸国でおきた
ネオ・コーポラチズムの運動は，現代資本主義における「脱組織性」の進
展に基づくものであり， とくに労働者階級が労働組合員の減少，労働者共
同体の崩壊，マスメディアによる同質性促進作用，労働組合の官僚化，階
級政党の国民政党化などによって階級解体をうけ，細分化しつつあること
に基づくものである，と述べている。ここで現代資本主義の組織揺らぎ性
(disorganized capitalism)が指摘されているが，これは後にラッシュらの
再帰的近代化論の大きな支柱となるものである。
28) ibid., pp.43-44. 
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第3にラッシュ／ウリーは，社会的存在物の因果関連的力の解明，これ
ら力の実際における実行の度合いの解明が必要であると主張している。か
れらによると，こうした力が特定の具体的な集団的組織という形のものを
必要とするかどうかは条件次第であって，絶対的なものではない。たとえ
ば，前述のホワイトカラー層は社会的には大きな力をもつが，現在までの
ところ一つの集団的組織を形成するものとはなっていない。これらの階層
は職業上の組織を確かに作ってきてはいるが，「それらは，どちらかといえ
ば，その階層の力の実行に必要な組織的文化的資源を供給するものと考え
られるべきで，集団的行為者として行動してきたものではない29)」。ここで
は，階級とか階層といったものが必ずしも集団的組織を形成するのではな
いことが示されている。つまり，組織の分析だけでは現代社会の動向は解
明されることができないのである。
組織や集団そのものについても旧来の，いわばオーソドックスな組織以
外に，性，年齢，宗教，民族などに焦点を合わせた組織が勃興してきてお
り，それらが旧来の組織をたち行かせないようにしたりしている。それが
いわゆる市民社会というものであり，「それゆえ集団的行為は，こうした市
民社会についての，およぴ，さまざまな社会的集団化における有効性の変
化についての，全面的な構造化をはかることなしに解明されることができ
ない30)」のであり，新しい理論の構築が必要なのである。
集団的行為の論理という観点でいえば，それは 2つではなくて，さらに
多くのものが必要になる。資本と労働とを区別して 2つというのではなく，
少なくとも性，年齢，宗教，民族などに焦点を合わせた集団的行為の論理
が必要であるし，さらにポランティア活動に志向した集団的行為の論理も
必要になるであろう 31)0 
こうした問題意識のもとに，再帰的近代化論は形成されてくるが，ちな
29) ibid., p.44. 
30) ibid., p.45. 
31) cf. Offe, op. cit., pp.6-7. 
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みに，以上本稿におけるラッシュ／ウリーの所説は1984年のものであり，
オッフェ／ヴィーゼンタールのそれは1980年のものであって， 1960年代後
半-1970年代における泄界的な体制反対運動の影響が感じられる。しかし，
こうした反体制運動が組織への挑戦を内蔵して，組織を揺さぶり，組織に
揺らぎを生ぜしめる一要因となったことは否定できない。そして反体制運
動そのものが当時における社会経済的状況を反映するものであり，時代の
動きを反映したものであったことも，いうまでもない。
